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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．従業員数は就業人員で記載しており、使用人兼務役員及び受入出向社員を含めております。 

４．当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。 

５．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期

第１四半期 
累計(会計)期間

第39期
第１四半期 

累計(会計)期間
第38期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  1,361,648  1,295,571  5,399,318

経常利益（千円）  38,131  59,442  146,370

四半期（当期）純利益（千円）  24,454  6,978  74,414

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  767,955  767,955  767,955

発行済株式総数（株）  8,500,000  8,500,000  8,500,000

純資産額（千円）  3,243,257  3,222,779  3,285,767

総資産額（千円）  8,093,272  7,419,604  7,394,305

１株当たり純資産額（円）  381.60  379.19  386.60

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 2.88  0.82  8.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  7

自己資本比率（％）  40.1  43.4  44.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 576,935  517,105  2,098,202

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △341,763  △365,404  △719,965

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △288,359  △275,893  △1,220,909

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 189,482  275,803  399,996

従業員数（人）  81  87  89
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 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

 該当事項はありません。 

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員で記載しており、使用人兼務役員３名及び受入出向社員40名が含まれております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 87      
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  当社はパレットレンタル事業のみ単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載に代えて、種類

別の記載をしております。  

(1）生産及び受注の状況 

 当社は、パレットレンタル業を営んでいるため、生産及び受注については該当ありません。 

(2）賃貸商品の貸与能力 

 当第１四半期会計期間末における当社の営業の主力を占める賃貸用資産の保有高（取得価額）は次のとおりであ

ります。 

 （注） １．その他物流機器については、その形状、種類が一様でないため、数量の記載を省略しております。   

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）賃貸用資産の購入実績 

 当第１四半期会計期間における賃貸用資産の購入実績は次のとおりであります。 

 （注） １．その他物流機器については、その形状、種類が一様でないため、数量の記載を省略しております。   

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  
種類  

当第１四半期会計期間
（平成22年６月30日現在） 

前年同四半期比（％）

数量（千枚） 金額（千円）

パレット  2,806  10,254,464  99.8

その他物流機器  －  1,112,141  98.4

合計  －  11,366,606  99.7

  
種類  

当第１四半期会計期間
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 前年同四半期比（％）

数量（千枚） 金額（千円）

パレット  178  708,580  854.1

その他物流機器  －  －  －

合計  －  708,580  815.3
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(4）販売実績 

 当第１四半期会計期間における種類別の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．「リース」は輸送業者向けの自動車のリースであります。 

２．「その他」は利用運送事業に伴う収入であります。 

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

種類別 

当第１四半期会計期間
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年６月30日） 

  
 前年同四半期比（％） 

  
  金額（千円）

賃貸 レンタル パレット  1,117,165  96.5

    その他物流機器  95,937  65.2

    計  1,213,102  93.0

  リース    1,800  83.3

  計  1,214,902  92.9

販売 割賦    11,289  738.4

  商品    31,487  158.3

  再製品    13,279  435.7

  計  56,056  229.2

  その他    24,612  81.8

  合計  1,295,571  95.1

相手先別 

前第１四半期会計期間
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

三井化学㈱  211,435  15.5  217,946  16.8

住友化学㈱  185,276  13.6  211,106  16.3

日本通運㈱  162,475  11.9  159,396  12.3
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 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【事業等のリスク】
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 当第１四半期会計期間について、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

 当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、在庫調整の進展や海外経済の回復を背景とした輸出、生産の増加

等から緩やかに回復しつつあるものの、南欧諸国の財政赤字に対する懸念は強く、先行き不透明感は強い状況下で

あり、企業が投資や雇用、所得環境の改善に積極的に動いておらず、国内需要の柱である個人消費が盛り上がらな

い等、全体として厳しい状況が続いております。 

 こうした情勢の中で既存顧客の拡大、新規顧客の獲得に取組んでまいりましたが、自動車業界、家電業界等の低

迷による取扱数量の減少による影響を受けてきた当社の主要顧客であります石化樹脂関連企業においては、本年に

入り回復基調で推移したものの、全般的に売上が低迷いたしました。 

 その結果、当第１四半期会計期間における売上高は12億95百万円（前年同四半期比4.9％減）となりました。費

用面につきましては、現有資産の有効活用、運用面の効率化を推進することにより営業費用は12億68百万円（前年

同四半期5.9％減）となりました。 

 この結果、営業利益26百万円（前年同四半期比68.2％増）、経常利益59百万円（前年同四半期比55.9％増）とな

りました。また、固定資産除去債務の過年度分23百万円を特別損失に計上したことにより、四半期純利益は6百万

円（前年同四半期比71.5％減）となりました。 

 平成23年３月期の業績見通しについては、プールシステムによる一貫パレチゼーションの普及拡大と提案営業を

積極的に展開し、新規のお客さまの獲得と既存のお客さまの深耕拡大を図ると共に、費用削減を推進し利益の確保

に全社一丸となって努めてまいります。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動によるキャッシュ・フ

ロー及び投資活動によるキャッシュ・フローは減少しましたが、財務活動によるキャッシュ・フローが増加し、当

四半期末残高は２億75百万円（前年同四半期比45.6％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は５億17百万円（前年同四半期比10.4％減）となりました。 

 これは主に減価償却費の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は３億65百万円（前年同四半期比6.9％減）となりました。 

 これは主に、木製パレットをはじめとする貸与資産の増備及び取替え等に要した支出３億61百万円によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、２億75百万円（前年同四半期比4.3％増）となりました。 

 これは主に、借入金の返済によります。 

(3）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当第１四半期末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ１億64百万円減少し、12億33百万円となりまし

た。 

 現金及び預金、未収入金及びレンタル未収金等の減少が主な要因であります。 

（固定資産） 

 当第１四半期末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ１億89百万円増加し、61億85百万円となりまし

た。 

 貸与資産の取得による増加が主な要因であります。 

（流動負債） 

 当第１四半期末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ53百万円増加し、29億70百万円となりました。

 買掛金の増加及びリース債務の増加が主な要因であります。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（固定負債） 

 当第１四半期末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ35百万円増加し、12億26百万円となりました。

 リース債務の増加及び固定資産除去債務の増加等が主な要因であります。 

（純資産） 

 当第１四半期末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ62百万円減少し、32億22百万円となりました。 

 四半期純利益の計上による増加はあったものの、配当による支出があったことが主な要因であります。 

  

  (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

    当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  (5) 研究開発活動 

    当第１四半期会計期間における研究開発費の発生はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。なお、貸与資産パレット等の新規調達の計画についても重要な変更はありません。また、新たに

確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,000,000

計  30,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  8,500,000  8,500,000
大阪証券取引所 

（JASDAQ市場）  

単元株式数 

1,000株 

計  8,500,000  8,500,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  8,500,000  －  767,955  －  486,455

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所JASDAQ市場におけるものであります。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,499,000  8,499 － 

単元未満株式 普通株式    1,000  － － 

発行済株式総数  8,500,000 － － 

総株主の議決権 －  8,499 － 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  240  235  260

最低（円）  238  211  235
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 404,486 528,682

受取手形 30,764 30,636

レンタル未収金 555,419 563,983

売掛金 110,226 113,389

有価証券 10,198 10,195

その他 123,699 152,200

貸倒引当金 △982 △1,154

流動資産合計 1,233,811 1,397,934

固定資産   

有形固定資産   

貸与資産   

賃貸用器具（純額） 4,777,517 4,540,776

賃貸用車両（純額） 2,140 3,629

貸与資産合計 4,779,657 4,544,405

社用資産   

建物（純額） 175,185 176,306

土地 644,982 644,982

その他（純額） 83,531 89,704

社用資産合計 903,699 910,993

有形固定資産合計 ※1  5,683,357 ※1  5,455,398

無形固定資産 234,777 239,676

投資その他の資産   

投資有価証券 173,232 190,625

その他 95,058 111,341

貸倒引当金 △634 △670

投資その他の資産合計 267,657 301,296

固定資産合計 6,185,792 5,996,371

資産合計 7,419,604 7,394,305
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 654,538 621,065

短期借入金 1,100,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 739,120 765,300

リース債務 381,276 325,860

未払法人税等 7,291 －

引当金 41,258 37,964

その他 47,159 67,411

流動負債合計 2,970,643 2,917,602

固定負債   

長期借入金 697,850 797,170

リース債務 473,719 352,474

引当金 22,871 41,291

資産除去債務 31,739 －

固定負債合計 1,226,180 1,190,936

負債合計 4,196,824 4,108,538

純資産の部   

株主資本   

資本金 767,955 767,955

資本剰余金 486,455 486,455

利益剰余金 1,987,083 2,039,599

自己株式 △251 △251

株主資本合計 3,241,241 3,293,757

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △18,461 △7,989

評価・換算差額等合計 △18,461 △7,989

純資産合計 3,222,779 3,285,767

負債純資産合計 7,419,604 7,394,305
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,361,648 1,295,571

売上原価 1,121,742 1,042,679

売上総利益 239,905 252,891

割賦販売未実現利益繰入額 198 2,449

割賦販売未実現利益戻入額 2,301 1,945

差引売上総利益 242,008 252,388

販売費及び一般管理費 ※1  226,432 ※1  226,195

営業利益 15,575 26,192

営業外収益   

受取利息 100 166

受取配当金 1,265 2,017

紛失補償金 45,264 46,990

その他 1,804 1,551

営業外収益合計 48,435 50,726

営業外費用   

支払利息 25,879 17,477

営業外費用合計 25,879 17,477

経常利益 38,131 59,442

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,804

特別損失合計 － 23,804

税引前四半期純利益 38,131 35,637

法人税、住民税及び事業税 4,306 5,387

法人税等調整額 9,370 23,272

法人税等合計 13,676 28,659

四半期純利益 24,454 6,978
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 38,131 35,637

減価償却費 482,867 428,082

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,840 3,294

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

△15,585 △18,419

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,641 △207

受取利息及び受取配当金 △1,366 △2,184

支払利息 25,879 17,477

固定資産除却損 17,477 49,618

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,804

売上債権の増減額（△は増加） 55,873 12,158

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,053 －

仕入債務の増減額（△は減少） 35,970 △19,606

未払消費税等の増減額（△は減少） 8,746 △24,477

その他の資産の増減額（△は増加） 17,578 28,911

その他の負債の増減額（△は減少） △39,576 △1,258

小計 631,249 532,829

利息及び配当金の受取額 1,282 2,027

利息の支払額 △24,208 △17,751

法人税等の支払額 △31,387 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 576,935 517,105

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,000 △5,000

定期預金の払戻による収入 5,000 5,000

投資有価証券の取得による支出 △207 △206

有形固定資産の取得による支出 △221,424 △361,464

無形固定資産の取得による支出 △120,130 △3,073

その他 － △659

投資活動によるキャッシュ・フロー △341,763 △365,404

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 650,000 1,500,000

短期借入金の返済による支出 △550,000 △1,500,000

長期借入れによる収入 100,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △283,810 △225,500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △145,054 △90,899

配当金の支払額 △59,494 △59,494

財務活動によるキャッシュ・フロー △288,359 △275,893

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △53,186 △124,192

現金及び現金同等物の期首残高 242,668 399,996

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  189,482 ※1  275,803
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 当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日至平成22年６月30日） 

   該当事項はありません。 

 当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日至平成22年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ1,011千円減少し、税引前四半期純利益は24,816千円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は32,788千円であります。 

  

   当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日至平成22年６月30日） 

    該当事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日至平成22年６月30日） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等及び一時差異等の発生状況に著し

い変化がないと認められるので、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。  

 当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日至平成22年６月30日） 

   該当事項はありません。  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前事業年度末 
（平成22年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却費累計額 ※１．有形固定資産の減価償却費累計額 

貸与資産 千円6,586,948

社用資産 千円784,669

貸与資産 千円6,363,807

社用資産 千円769,483

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

従業員給与及び賞与 千円86,871

賞与引当金繰入額 千円15,083

退職給付引当金繰入額 千円1,325

役員退職慰労引当金繰入額 千円3,237

従業員給与及び賞与 千円86,405

賞与引当金繰入額 千円14,908

退職給付引当金繰入額 千円1,677

役員退職慰労引当金繰入額 千円2,750

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

              （平成21年６月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

              （平成22年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 千円318,152

預金期間が３ケ月を超える定期預金 千円△138,855

マネー・マネージメント・ファンド 千円10,184

計 千円189,482

現金及び預金勘定 千円404,486

預金期間が３ケ月を超える定期預金 千円△138,881

マネー・マネージメント・ファンド 千円10,198

計 千円275,803

 （注）マネー・マネージメント・ファンドは流動資産の

「有価証券」に含めて表示しております。 

 （注）マネー・マネージメント・ファンドは流動資産の

「有価証券」に含めて表示しております。 
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当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22

年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式   8,500,000株 

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式      800株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日） 

 資産除去債務が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。 

 変動の内容及び当第１四半期累計期間における総額の増減は次のとおりであります。 

 （注） 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当第１四半期会計期間

の期首における残高を記載しております。 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  59,494  7 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

前事業年度末残高（注） 千円32,788

有形固定資産の取得に伴う増加額 千円1,578

資産除去債務の履行による増減額（△は減少） 千円△2,627

当第１四半期会計期間末残高 千円31,739
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当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入（利用運送事業に伴う収

入）については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。  

  

 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前事業年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 379.19円 １株当たり純資産額 386.60円

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 2.88円 １株当たり四半期純利益金額 0.82円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第１四半期累計期間

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  24,454  6,978

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  24,454  6,978

期中平均株式数（千株）  8,499  8,499

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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 該当事項はありません。 

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月３日

日本パレットプール株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小山 謙司  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中田 明   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレットプ

ール株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第38期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月３日

日本パレットプール株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 堤 佳史  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中田 明   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレットプ

ール株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第39期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年８月12日 

【会社名】 日本パレットプール株式会社 

【英訳名】 NIPPON PALLET POOL CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  橋本 良一 

【最高財務責任者の役職氏名】  該当事項はありません。  

【本店の所在の場所】 大阪市北区芝田二丁目８番11号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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 当社代表取締役橋本良一は、当社の第39期第１四半期（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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